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報告第６号 

 

物損事故に係る専決処分の報告について 

 

 物損事故に係る損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 専 決 処 分 の 日   令和８年４月２日 

２ 損害賠償の相手方   大東市灰塚二丁目１０番２９号 

             北灰塚自治区 

             区長 ・・・・・・・・ 

３ 損 害 賠 償 の 額   金７２，６００円 

４ 損害賠償の理由   令和８年２月８日衆議院議員総選挙及び大阪府知事選挙の投

票所であった北灰塚公民館において、床に敷いていた養生シ

ートを撤去する際、シート同士を固定するためのガムテープ

が床の一部に接着していたことにより、床を損傷させたので、

これに対する損害を賠償するため。 
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議案第８７号 

 

大東市教育委員会委員の任命について 

 

大東市教育委員会委員 齊藤 めぐみ氏の任期が、令和８年１０月５日満了するにつき、

同氏を再度任命いたしたく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

                      大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

住  所    ・・・・・・・・・・・・・・ 

氏  名    齊 藤  め ぐ み 

生年月日    ・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

公  職  歴 

平成３０年 ４月 ～ 平成３０年 ７月   大東市義務教育諸学校教科用図書選

定委員会委員 

平成３０年１０月 ～ 現在         大東市教育委員会委員 
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議案第８８号 

 

   総合文化センター外壁改修工事請負契約について 

 

 総合文化センター外壁改修工事請負契約を次のとおり締結する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

１ 契 約 の 目 的    総合文化センター外壁改修工事 

２ 契 約 の 方 法    一般競争入札 

３ 契 約 の 金 額    金２９１，６９６，９００円 

４ 契約の相手方    大阪市西淀川区歌島一丁目３番３号 佐野ビル３０５号室 

            株式会社オカモト・コンストラクション・システム 大阪支店 

            取締役大阪支店長 岡本 光剛 

              

 

 

 

 

                理      由 

 

 締結しようとする契約が、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（昭和３９年条例第７号）第２条に定める議会の議決に付すべき契約の要件（予定価

格の金額が１億５，０００万円以上の工事の請負に係るものであること。）に該当するた

め。 
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議案第８９号 

 

   住道南小学校屋内運動場長寿命化改良建築工事請負契約について 

 

 住道南小学校屋内運動場長寿命化改良建築工事請負契約を次のとおり締結する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

１ 契 約 の 目 的    住道南小学校屋内運動場長寿命化改良建築工事 

２ 契 約 の 方 法    一般競争入札 

３ 契 約 の 金 額    金２４２，６５５，９３０円 

４ 契約の相手方    大阪市中央区瓦町二丁目５番８号 瓦町スクエアビル８階 

            株式会社ケイテック 

            代表取締役 川﨑 勉 

              

 

 

 

 

                理      由 

 

 締結しようとする契約が、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（昭和３９年条例第７号）第２条に定める議会の議決に付すべき契約の要件（予定価

格の金額が１億５，０００万円以上の工事の請負に係るものであること。）に該当するた

め。 
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議案第９０号 

 

   南郷小学校長寿命化改良工事請負契約の変更について 

 

令和６年１２月１８日付け議案第８５号をもって議決された南郷小学校長寿命化改良工

事請負契約を次のとおり変更する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

契約の金額中「１，８３０，４００，０００円」を「１，８９３，３６４，０００円」に

改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

変更しようとする契約が、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する

条例（昭和３９年条例第７号）第２条に定める議会の議決に付すべき契約の要件（予定価

格の金額が１億５，０００万円以上の工事の請負に係るものであること。）に該当するた

め。 
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議案第９１号 

 

   財産の取得について 

 

消防団用の車両として、次の物品を取得する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

１ 取得する財産    ＣＤ－１型消防ポンプ自動車 

２ 取得する数量    ２台 

３ 取 得 の 価 格    金４６,１２９,６００円 

４ 取得の相手方    兵庫県三田市テクノパーク３２番地 

株式会社モリタ 関西支店 

支店長 髙岡 雄二 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第７

号）第３条に定める議会の議決に付すべき財産の取得の要件（予定価格の金額が２， 

０００万円以上の動産の買入れに係るものであること。）に該当するため。 
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議案第９２号 

 

   令和７年度大東市水道事業利益剰余金処分について 

 

 令和７年度大東市水道事業利益剰余金を次のとおり処分する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

１ 当年度未処分利益剰余金            350,613,699 円 

２ 利益剰余金処分額 

 (1) 資本金        △113,614,943 円 

 (2) 減債積立金                  0 円 

 (3) 建設改良積立金    △130,000,000 円  △243,614,943 円 

３ 翌年度繰越利益剰余金                     106,998,756 円 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、議会の議

決を経る必要があるため。 
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議案第９３号 

 

   令和７年度大東市下水道事業利益剰余金処分について 

 

 令和７年度大東市下水道事業利益剰余金を次のとおり処分する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

１ 当年度未処分利益剰余金  1,019,798,417 円 

２ 利益剰余金処分額 

 (1) 資本金 △430,000,000 円 

 (2) 減債積立金 0 円 

 (3) 建設改良積立金             0 円 △430,000,000 円 

３ 翌年度繰越利益剰余金   589,798,417 円 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、議会の議

決を経る必要があるため。 
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議案第９４号 

 

大東市立住道駅東第一自転車駐車場等の指定管理者の指定について 

 

 大東市立住道駅東第一自転車駐車場等の指定管理者として次の者を指定いたしたく、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を

求める。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立住道駅東第一自転車駐車場 

大東市立住道駅東第二自転車駐車場 

大東市立住道駅北自転車駐車場 

大東市立住道駅西自転車駐車場 

大東市立住道駅西第二自転車駐車場 

大東市立住道駅中央自動車・自転車駐車場 

大東市立住道駅前自動二輪車等駐車場 

２ 指 定 管 理 者     大阪市北区曽根崎新地二丁目５番３号 

              株式会社駐輪サービス 

３ 指 定 の 期 間     令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 
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議案第９６号 

 

大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

 

大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和３１年政令第３３５号）が

改正され、令和８年５月２７日から施行されたことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

大東市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第２４号）の一部を次のように改

正する。 

 

第１８条中「３１５，０００円」を「３３０，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の大東市消防団員等公務災害補償条例（以下「新条例」という。）

第１８条の規定は、令和８年４月１日（以下「適用日」という。）以後に支給すべき事

由の生じた大東市消防団員等公務災害補償条例第４条第７号に規定する葬祭補償（以下

「葬祭補償」という。）について適用し、適用日前に支給すべき事由の生じた葬祭補償

については、なお従前の例による。 

３ 適用日以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償であって、この条例による改正前の大

東市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）第１８条の規定による金

額により支給されたもの又は旧条例附則第６条の規定による金額により支給されたもの

（その額が６６０,０００円未満であるものに限る。）の支払は、新条例第１８条の規定

による金額により支給されるべき葬祭補償の内払とみなす。 
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議案第９７号 

 

   大東市役所の位置を変更する条例について 

 

 大東市役所の位置を変更する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                   大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市役所の位置を変更するため。 
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大東市役所の位置を変更する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 本市役所の位置を大東市谷川一丁目１５番地１に変更する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

 （大東市役所の位置を定める条例の廃止） 

２ 大東市役所の位置を定める条例（昭和３１年条例第１号）は、廃止する。 

  



- 18 -

議案第９８号 

 

大東市特別会計設置条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市特別会計設置条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市新庁舎整備事業特別会計を設置することに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市特別会計設置条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市特別会計設置条例（昭和３９年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１条に次の１号を加える。 

 (10) 大東市新庁舎整備事業特別会計 新庁舎整備事業 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９９号 

 

   大東市職員収賄事案検証等委員会設置条例について 

 

 大東市職員収賄事案検証等委員会設置条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

 本市の職員が収賄の容疑で逮捕された事態を厳粛に受け止め、事案の原因の究明及び再

発を防止するための方策を検討するに当たり、市長の附属機関として、大東市職員収賄事

案検証等委員会を設置するため。 
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   大東市職員収賄事案検証等委員会設置条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 （設置） 

第１条 本市職員による収賄事案に関し、公正かつ中立的な観点から事実関係の整理及び

原因の究明を行うとともに、再発を防止するための具体的な方策を検討するため、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、大東市職員

収賄事案検証等委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、その結果を

市長に答申する。 

 (1) 事実関係の整理及び原因の究明に関すること。 

 (2) 再発を防止するための具体的な方策の検討に関すること。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員３人で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 (1) 弁護士 

 (2) 公認会計士 

 (3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、前条第２項の規定による委嘱の日から第２条の規定による答申の

日までとする。 

 （委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 
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 （会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の全員が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、委員（委員長を除く。）の過半数で決し、可否同数のときは、委員長

の決するところによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に対し資料の提供を求め、又は会議へ

の出席を求め、その説明若しくは意見を聴くことができる。 

 （報告） 

第７条 委員長は、必要に応じて所掌事務の進捗状況を市長に報告するものとする。 

 （守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様と

する。 

 （報酬等） 

第９条 委員の報酬の額は、大東市特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平

成２５年条例第３２号）の規定にかかわらず、１時間当たり２０，０００円を超えない

範囲内において市長が定める額とする。 

２ 費用弁償及び報酬の支給方法については、大東市特別職非常勤職員の報酬及び費用弁

償に関する条例の定めるところによる。 

 （庶務） 

第１０条 委員会の庶務は、総務部総務・コンプライアンス課において行う。 

 （運営に関する事項についての委任） 

第１１条 第２条から前条に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が委員会に諮って定める。 

 （補則） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この条例の施行の日以後最初に招集される会議の招集は、市長が行う。 

 （この条例の失効） 

３ この条例は、第２条の規定による答申の日限り、その効力を失う。 

 （この条例の失効に伴う経過措置） 

４ 委員会の所掌事務に従事していた者に係る当該所掌事務に関して知り得た秘密を漏ら

してはならない義務については、前項に規定する日後も、なお従前の例による。 

５ この条例の失効前にした行為に対する報酬及び費用弁償については、なお従前の例に

よる。 
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議案第１００号 

 

  大東市市税条例の一部を改正する条例について 

 

大東市市税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

                     大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）の一部が施行されることに伴

い、所要の改正を行うため。
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   大東市市税条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

大東市市税条例（平成３年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３４条の７第３項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」

に改める。 

 第３６条の２第１項ただし書中「及び第３６条の３の３第１項」を「並びに第３６条の

３の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

 第３６条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号において同じ。）

（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次条第４項」を「次条

第５項」に改める。 

 第３６条の３の３第１項を次のように改める。 

  次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、公的年金等

支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経由すべき同項

に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」という。）の支払者をいう。

以下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、

施行規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的

年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

 (1) 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出しなけれ

ばならない者 

 (2) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者であって、特定配偶者

（所得割の納税義務者（合計所得金額が９，０００，０００円以下であるものに限る。）

の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が９５０，０００円以下であるものに

限る。）をいう。次号及び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第５３条の２に

規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）に係る所得を有する者に限

る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等



- 26 -

に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する

者であって、合計所得金額が８５０，０００円以下であるものに限る。）を有する者 

 (3) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のに限る。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者（当該年中に支払を受

けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支払を受けるべき日の

前日の現況において令第４８条の９の７の３に定める金額に満たない者を除く。）で

あって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若しくは扶養親

族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所

得金額が８５０，０００円以下であるものに限る。）を有する者 

 第３６条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同

条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、同項を同条第５項

とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「法第３１７

条の３の３第１項の規定による申告書に」を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法

第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による

申告書を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

 (1) 公的年金等支払者の名称 

 (2) 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障害者又はそ

の他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡婦又はひとり

親に該当する場合にはその旨 

 (3) 特定配偶者の氏名 

 (4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

 (5) その他施行規則で定める事項 

 第６３条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２００，０００

円」を削り、「１，５００，０００円」を「１，８００，０００円」に改める。 

 附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

 附則第７条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和７年」を「令和

１２年」に改める。 

 附則第７条の４中「又は附則第１９条の３第１項」を「、附則第１９条の２の２第１項

又は附則第１９条の３第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項
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又は第４項」に改める。 

 附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項又は第

４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

 附則第１７条の２第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の２第６項」

に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」に改め、同条に次の

１項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納税義務

者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号までに掲げる土地等の

譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がその譲渡をした時にお

いて地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関

する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都

市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域

内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のた

めの譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

 附則第１９条の２の次に次の１条を加える。 

 （特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１９条の２の２ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３８条の

２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当該事業所得、

譲渡所得及び雑所得については、第３３条第１項及び第２項並びに第３４条の３の規定

にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び

雑所得の金額として令附則第１８条の６の４で定めるところにより計算した金額（以下

この項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号

資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号

の規定により読み替えて適用される第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適

用後の金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課

する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1) 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、「総所
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得金額、附則第１９条の２の２第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

 (2) 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項、附則第７条第１項及び

附則第７条の３第１項の規定の適用については、第３４条の６中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額及び附則第１９条の２の２第１項の規定による市民税の所得割の

額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条の８、第３４条の９第１項、附則第７条

第１項及び附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附

則第１９条の２の２第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１

項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の２の２第１項の

規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 (3) 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは「若し

くは山林所得金額又は附則第１９条の２の２第１項に規定する特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額若しく

は附則第１９条の２の２第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と

する。 

 (4) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山

林所得金額並びに附則第１９条の２の２第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第

１９条の２の２第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第３６条の２第１項ただし書、第３６条の３の２及び第３６条の３の３の改正規定

並びに附則第６条及び附則第７条の３第１項の改正規定並びに次条第１項及び第２項

の規定 令和９年１月１日 

 (2) 第６３条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 

 (3) 第３４条の７第３項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附則第５条の

６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部分に限る。）、附則第

９条の２の改正規定及び附則第１７条の２の改正規定並びに次条第４項の規定 令和
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１０年１月１日 

 (4) 附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第１９条の

２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定 金融商品取引法

及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第６４号）の施行の

日の属する年の翌々年の１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の大東市市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の

３の３第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受

けるべき公的年金等について提出する新条例第３６条の３の３第１項の規定による申告

書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出したこの条例に

よる改正前の大東市市税条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書については、

なお従前の例による。 

２ 新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令

和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下

この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６

項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する

特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に

規定する既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３５項

の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐

震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第

１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特例増改築等

をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条

第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同条第６項に規定する認定住

宅等とみなされる同条第１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定

めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納

税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第 

４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定により同条第１項に規定する

居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既

存住宅（同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第
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３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築

等に係る部分に限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２１項の規定

により同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認

定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合

については、なお従前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の大東市市税条例附則第７条の４の規定は、同

号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「４号施行日」という。）

の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、４号施行日の属す

る年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１７条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第３号

に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第１７条の２第１項の土地等の譲渡につ

いて適用する。 

５ 新条例附則第１９条の２の２の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以後の年度

分の個人の市民税について適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

  



- 31 -

議案第１０１号 

 

大東市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）等の改正により個人番号カー

ドとしての機能が付加された在留カード又は特別永住者証明書を発行することが可能とな

ることに伴い、所要の改正を行うため。  
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大東市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市印鑑登録及び証明に関する条例（平成９年条例第７号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第１５条中「（電子署名等」を「、出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第 

３１９号）第１９条の１５の２第１項に規定する特定在留カード若しくは日本国との平和

条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第 

７１号）第１６条の２第１項に規定する特定特別永住者証明書（これらのうち電子署名等」

に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０２号 

 

大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長  逢󠄀 坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運

営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部が改正されたことに伴い、所要の

改正を行うため。 
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大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「・第５２条」を「―第５２条」に改める。 

 第２条第６号中「小規模保育事業 」を「満３歳未満等小規模保育事業 」に改め、

「規定する小規模保育事業」の次に「（同項第３号に掲げる事業を除く。）」を加え、同条

中第２７号を第３１号とし、第１２号から第２６号までを４号ずつ繰り下げ、第１１号を

第１２号とし、同号の次に次の３号を加える。 

 (13) 教育認定子ども 法第２７条第１項に規定する教育認定子どもをいう。 

 (14) 満３歳以上保育認定子ども 法第２７条第１項に規定する満３歳以上保育認定子

どもをいう。 

 (15) 保育認定子ども 法第２９条第２項に規定する保育認定子どもをいう。 

 第２条中第１０号を第１１号とし、第７号から第９号までを１号ずつ繰り下げ、第６号

の次に次の１号を加える。 

 (7) 満３歳以上限定小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模

保育事業（同項第３号に掲げる事業に限る。）をいう。 

 第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同条第２号又は第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども又は

満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。）」に改め、同条第４

項中「選考方法」の次に「又は前項に規定する選考の方法」を加える。 

 第７条第２項中「法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。 

 第９条第１項中「当該申請」を「教育・保育給付認定の申請」に改める。 
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 第１２条の見出しを「（特定教育・保育の提供の記録）」に改める。 

 第１３条第４項第３号ア(ｱ)中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号ア(ｲ)中「法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳

以上保育認定子ども」に改め、同号イ中「以下」の次に「この」を加え、同号イ(ｱ)中

「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

を「教育認定子ども」に改め、同号イ(ｲ)中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改める。 

 第２０条第７号中「及び第３項」を削り、「選考方法」の次に「及び同条第３項に規定

する選考の方法」を加える。 

 第２２条の見出し中「定員」を「利用定員」に改める。 

 第２５条中「幼稚園」を「学校教育法第１条に規定する幼稚園」に、「学校教育法」を

「同法」に改める。 

 第３５条第１項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数」を「教育認定子ども」

に、「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を

「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同号又は同条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども

又は満３歳以上保育認定子ども」と、「同号」とあるのは「同条第２号」に、「同条第４項

第３号イ(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」

を「同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、「同

号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を

「同号イ(ｲ)中「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども」

に改める。 

 第３６条第１項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数」を「満３

歳以上保育認定子ども」に、「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・
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保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同条第

１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を

「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」に、「同条第４項第３号イ(ｱ)中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同条第４項第３

号イ(ｱ)中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども」に、「同号イ(ｲ)中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同号イ(ｲ)中「満３

歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども」に改める。 

 第３７条第１項中「第２８条」、「第３１条」及び「第３３条」を「第２７条」に改め、

同条第２項を次のように改める。 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３歳以上限定小規模保

育事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）は、次の各号に掲げる地域型保育事業の

区分に応じ、当該地域型保育事業を行う事業所ごとに、当該各号に定める利用定員を、

満１歳に満たない小学校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもとに区分して

定めるものとする。 

 (1) 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型保育事業 法第１９

条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 

 (2) 事業所内保育事業 法第４３条第３項に規定する労働者等監護満３歳未満小学校就

学前子どもに係る利用定員及びその他の法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員 

 第３７条に次の１項を加える。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、満３歳以上

限定小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員を定めるものとする。 

 第３９条第２項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業

者を除く。）」を、「この章」の次に「（第４３条第１項を除く。）」を加え、同条第４項中

「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、同項を同条第５項とし、同

条第３項中「前項の特定地域型保育事業者は、前項の選考方法」を「前２項の特定地域型

保育事業者は、前２項に規定する選考の方法」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項の次に次の１項を加える。 
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３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、利用の申込

みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの数及び特定地域型保育事業所

を現に利用している満３歳以上保育認定子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の

同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、

法第２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘

案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、選考するものとする。 

 第４０条第２項及び第４１条中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に

改める。 

 第４２条第１項第１号中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、

同項第３号中「により特定地域型保育」を「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。

第６項、第７項及び第１２項において同じ。）により特定地域型保育（満３歳以上限定小

規模保育を除く。第６項及び第１２項において同じ。）」に改め、「その他の」の次に「法

第１９条第３号に掲げる」を加え、「以下この号及び」を削り、同条第７項中「、次に」

を「次に」に改め、「のものに限る。）」の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行

う事業所」を加え、同条第１１項を同条第１２項とし、同条第１０項を同条第１１項とし、

同条第９項中「第１項第１号及び第２号」を「同項第１号及び第２号」に改め、同項を同

条第１０項とし、同条第８項を同条第９項とし、同条第７項の次に次の１項を加える。 

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、第１項本文

の規定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、同項第３号に係る連携協力を求める

ことを要しない。 

 第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子ども

に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」を加える。 

 第４６条第７号中「第３９条第２項」の次に「及び第３項」を加え、「選考方法」を

「選考の方法」に改める。 

 第４７条第１項及び第２項ただし書中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ど

も」に改める。 

 第４８条の見出し中「定員」を「利用定員」に改める。 

 第４９条第２項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。 

 第５０条中「満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子ども」を
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「教育認定子ども」に、「第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地域型保育」

と、第１４条の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１

項」を「第１４条第１項」に、「読み替える」を「、第２５条中「各号（幼保連携型認定

こども園である特定教育・保育施設の職員にあっては、認定こども園法第２７条の２第１

項各号、学校教育法第１条に規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっては、

同法第２８条第２項において準用する認定こども園法第２７条の２第１項各号）」とある

のは「各号」と読み替える」に改める。 

 第５１条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（特別利用地域型保育の基準）」を

付し、同条第１項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業

者を除く。以下この条において同じ。）」を加え、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第２

項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの数」を「教育認定子ども」に、「次条第１項」を「第５２条第１項」に、「法第１９条

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以

上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「いう。次条第３項」の次に「及び第５２条第

３項」を、「この章（」の次に「第３７条第３項、第３９条第３項及び」を加え、「含む。

次条第３項」を「含む。第５２条第３項」に改め、「以下この章」の次に「（第４３条第１

項を除く。）」を加え、「同条第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場

合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」を「教育認定子ども及び満３

歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除き、第５２条第１項の規定に

より特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象とな

る満３歳以上保育認定子どもを含む。）」に改め、「第４３条第１項中「教育・保育給付認

定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限

る。）」を加え、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

第５１条の２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。以下こ

の条において同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、

法第４６条第１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 
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２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、

当該特別利用地域型保育に係る教育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用し

ている満３歳以上保育認定子どもの総数が、第３７条第３項の規定により定められた利

用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育

給付費を、それぞれ含むものとして、この章（第３７条第２項、第３９条第２項及び第

４０条第２項を除き、第５０条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及

び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含

む。）の規定を適用する。この場合において、第３９条第３項中「第１９条第２号」と

あるのは「第１９条第１号」と、「満３歳以上保育認定子どもの」とあるのは「教育認

定子ども又は満３歳以上保育認定子どもの」と、「同号」とあるのは「法第１９条第２

号」と、「法第２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定子どもが

優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方

法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公

正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育

認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付認

定保護者（特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは

「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４

項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」

とあるのは「前３項」とする。 

 第５２条第１項中「特定地域型保育事業者」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業

者を除く。以下この条において同じ。）」を加え、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、

同条第２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの数」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「同条第３号に掲げる小学校就学
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前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１項」を「満３歳未満保育認定子

ども（第５１条第１項」に、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「第４３条第１

項中「教育・保育給付認定保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者に限る。）」を加え、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「令第４条第

１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう」を「特定満３歳以上保育認定子

どもを除く」に改める。 

 附則第５項中「特定地域型保育事業者（」の次に「満３歳以上限定小規模保育事業者及

び」を加える。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施

行する。 

 （児童福祉法等の一部を改正する法律附則第６条第３項の条例で定める日） 

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第６条第３項の条

例で定める日は、この条例の公布の日とする。 
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議案第１０３号 

 

大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例について 

 

 大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の

一部が改正されたことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 （大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 

  第３条中「又は同条第１２項第２号」を「若しくは同条第１２項第２号」に改め、「場

合」の次に「又は同条第１０項第３号の規定に基づき保育を必要とする児童であって満

３歳以上のものについて保育を行う場合」を加える。 

  第７条第１項中「事項」の次に「（法第６条の３第１０項第３号に掲げる事業（以下

「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行う事業者（以下「満３歳以上限定小

規模保育事業者」という。）にあっては、第１号及び第２号に掲げる事項）」を加え、同

項第３号中「家庭的保育事業者等」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。

第６項及び第７項において同じ。）」を加え、同条第７項中「、次に」を「次に」に改

め、「のものに限る。）」の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を

加える。 

  第１４条を次のように改める。 

  （児童対象性暴力等の防止） 

 第１４条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法第２１

条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育

保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年

法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条におい

て同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保

護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、

支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）

に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の
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必要な措置を講じなければならない。 

  第１８条第２項中「児童相談所等における乳児又は幼児（以下「乳幼児」という。）

の利用開始前の健康診断」を「次の表の左欄に掲げる健康診断又は健康診査（母子保健

法（昭和４０年法律第１４１号）第１２条又は第１３条に規定する健康診査をいう。同

表において同じ。）（以下この項において「健康診断等」という。）」に、「健康診断が

利用乳幼児に対する利用開始時の」を「健康診断等がそれぞれ同表の右欄に掲げる」に、

「、利用開始時の」を「、同欄に掲げる」に、「児童相談所等における乳幼児の利用開始

前の健康診断」を「それぞれ同表の左欄に掲げる健康診断等」に改め、同項に次の表を

加える。 

児童相談所等における乳児又は幼児（以

下「乳幼児」という。）の利用開始前の

健康診断 

利用乳幼児に対する利用開始時の健康診

断 

乳幼児に対する健康診査 利用乳幼児に対する利用開始時の健康診

断、定期の健康診断又は臨時の健康診断 

  第１８条第３項中「（昭和４０年法律第１４１号）」を削る。 

  第１９条第６号中「利用定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者にあって

は、満３歳以上の幼児の利用定員）」を加える。 

  第２８条中「小規模保育事業Ｂ型」及び「小規模保育事業Ｃ型」の次に「（満３歳以

上限定小規模保育事業を除く。）」を加える。 

  第３０条第２項第３号中「第６条の３第１０項第２号」の次に「又は第３号」を加え、

同条第３項中「准看護師」の次に「（以下「看護師等」という。）」を加え、同条に次の

２項を加える。 

 ４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤

務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若しくは大学院において、

心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であ

って、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有する

と認められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であっ

て、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれか

に該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」
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という。）を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療

法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（認定地方公

共団体の区域内又は事業実施区域内にある小規模保育事業所Ａ型にあっては、保育士、

当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育士又は当該事業実施区域に係る国家

戦略特別区域限定保育士をいい、附則第９項又は第１０項の規定により保育士とみな

される者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。 

 ５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（前

項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

  第３２条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同条に次

の２項を加える。 

 ４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤

務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当

該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士

（認定地方公共団体の区域内又は事業実施区域内にある小規模保育事業所Ｂ型にあっ

ては、保育士、当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育士又は当該事業実施

区域に係る国家戦略特別区域限定保育士をいう。次項において同じ。）による支援を

受けることができる体制を確保しなければならない。 

 ５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前

項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

  第３３条中「、同条第４号中「次号」とあるのは「第３３条において準用する次号」

と」を削る。 

  第３６条中「第６条の３第１０項」を「第６条の３第１０項第１号」に改める。 

  第４５条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同条に次

の２項を加える。 

 ４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業
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所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただ

し、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所型事業所内保育事

業所の保育士（認定地方公共団体の区域内又は事業実施区域内にある保育所型事業所

内保育事業所にあっては、保育士、当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育

士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士をいい、附則第９項又は

第１０項の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支

援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 ５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内保育事業所の保育

士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けること

ができる体制を確保しなければならない。 

  第４８条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同条に次

の２項を加える。 

 ４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業

所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただ

し、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模型事業所内保育事

業所の保育士（認定地方公共団体の区域内又は事業実施区域内にある小規模型事業所

内保育事業所にあっては、保育士、当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育

士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士をいう。次項において同

じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 ５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合に

は、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業所内保育事業所の保育

士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を受けること

ができる体制を確保しなければならない。 

  第４９条中「第４９条において準用する第４号」を「第４号」に改め、「、同条第４号

中「次号」とあるのは「第４９条において準用する次号」と」を削る。 

  附則第４項中「家庭的保育事業者等（」の次に「満３歳以上限定小規模保育事業者及

び」を加える。 

  附則第８項中「家庭的保育事業等」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」

を加える。 
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  附則第１１項中「法第１８条の１８第１項の登録を受けた者」を「認定地方公共団体

の区域内又は事業実施区域内にある小規模保育事業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事

業所にあっては、保育士、当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育士又は当該

事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士」に改め、「第３０条第３項」及び「第

４５条第３項」の次に「若しくは第４項」を加え、「保育士の数（前２項の規定の適用

がないとした場合の第３０条第２項又は第４５条第２項により算定されるものをいう。）」

を「前２項の規定の適用がないものとした場合の第３０条第２項又は第４５条第２項に

より算定される保育士の数」に改める。 

 

 （大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例の一部改正） 

第２条 大東市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例（令和６年条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 

  附則第２項中「当分の間」を「令和１０年３月３１日までの間」に改め、「規定」の次

に「（満３歳以上満４歳に満たない児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の

数に関する部分に限る。）」を加え、附則に次の１項を加える。 

 ３ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあ

るときは、当分の間、改正後の第３０条第２項、第３２条第２項、第４５条第２項及

び第４８条第２項の規定（満４歳以上の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従

事者の数に関する部分に限る。）は、適用しない。この場合において、改正前の第 

  ３０条第２項、第３２条第２項、第４５条第２項及び第４８条第２項の規定（満４歳

以上の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）

は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、第１条中大東市家庭的保育事業

等の設備及び運営に関する基準を定める条例第１８条の改正規定並びに第２条及び次項

の規定は公布の日から、同条例第１４条の改正規定は令和８年１２月２５日から施行す
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る。 

 （児童福祉法等の一部を改正する法律附則第３条第４項の条例で定める日） 

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第３条第４項の条

例で定める日は、この条例の公布の日とする。 
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議案第１０４号 

 

大東市立認定こども園条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市立認定こども園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 幼保連携型認定こども園として、大東市立南郷こども園を設置するため。 
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大東市立認定こども園条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市立認定こども園条例（令和３年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表に次のように加える。 

大東市立南郷こども園 大東市太子田三丁目１番２０号 ２００人 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、附則第９項の規定は、公布の

日から施行する。 

 （大東市行政手続条例の一部改正） 

２ 大東市行政手続条例（平成１０年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第４号中「幼稚園又は保育所」を「保育所又は幼保連携型認定こども園」に改

める。 

 （大東市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

３ 大東市一般職の職員の給与に関する条例（平成８年条例第３号）の一部を次のように

改正する。 

  目次中「第２８条の４」を「第２８条の２」に改める。 

  第２８条の３及び第２８条の４を削る。 

  第３５条第２項中「大東市職員の退職手当に関する条例」の次に「（平成７年条例第 

 ３１号）」を加える。 

  別表第６課長補佐（幼稚園の副園長に限る。）の項を削る。 

 （大東市立保育所条例の一部改正） 

４ 大東市立保育所条例（昭和３７年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  別表大東市立南郷保育所の項を削る。 

 （大東市特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する条例の一部
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改正） 

５ 大東市特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等の利用者負担に関する条例（平成

２７年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「（大東市立幼稚園条例（昭和４６年条例第２７号）に規定する大東市立幼

稚園（以下「市立幼稚園」という。）に係るものを除く。）」を削る。 

  第３条第１項中「（市立幼稚園を除く。以下この項において同じ。）」を削る。 

 （大東市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一

部改正） 

６ 大東市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例（平

成１４年条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「、中学校及び幼稚園」を「及び中学校」に改める。 

 （大東市立幼稚園条例の廃止） 

７ 大東市立幼稚園条例（昭和４６年条例第２７号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

８ この条例の施行の日（以下この項及び次項において「施行日」という。）の前日にお

いて、附則第４項の規定による改正前の大東市立保育所条例別表に規定する大東市立南

郷保育所に在所している乳幼児又は前項の規定による廃止前の大東市立幼稚園条例別表

に規定する大東市立諸福幼稚園に在園している園児の保護者は、施行日において改正後

の大東市立認定こども園条例第４条第１項の承諾を受けたものとみなす。 

 （準備行為） 

９ 改正後の大東市立認定こども園条例別表に規定する大東市立南郷こども園に係る同条

例第４条第１項の承諾に関する手続その他必要な準備行為は、施行日前においても行う

ことができる。 
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議案第１０５号 

 

大東市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例について 

 

 大東市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣府令第１号）の一部が

改正されたことに伴い、所要の改正を行うため。 
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大東市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年条例第

１４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１０条の見出し中「一般的条件」を「一般的要件」に改め、同条中「乳児等通園支援

事業者」を「乳児等通園支援事業所」に改める。 

 第１１条第１項中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に改める。 

 第１４条の見出し中「防止」を「禁止」に改め、同条中「乳児等通園支援事業者」を「乳

児等通園支援事業所」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

 （児童対象性暴力等の防止） 

第１４条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用する法第

２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教

育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年

法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において

同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護す

るため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、

継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪

事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を

講じなければならない。 

 第１７条第６号中「乳児及び幼児の区分ごとの」を削り、同条第７号中「並びに」を「そ

の他の」に改める。 

 第１９条第１項中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に改める。 

 第２１条第３項中「係る利用定員」の次に「（子ども・子育て支援法（平成２４年法律

第６５号）第２７条第１項又は第２９条第１項の確認において定める利用定員をいう。）」

を加える。 
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 第２３条の次に次の１条を加える。 

 （設備及び職員の基準の特例） 

第２３条の２ 子ども・子育て支援法第３０条第１項第４号に規定する特例保育を行う事

業者が、当該特例保育を行う事業所において一般型乳児等通園支援事業を行う場合には、

前２条の規定は適用しない。 

 第２７条後段を削る。 

 第２８条中「職員」を「乳児等通園支援事業所の職員」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１４条の次に１条を加える規定は、令

和８年１２月２５日から施行する。 
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議案第１０６号 

 

大東市景観条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市景観条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和８年９月１日提出 

 

大東市長   坂  伸 子     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 景観法（平成１６年法律第１１０号）が改正されたことに伴い、所要の改正を行うため。 



- 55 -

大東市景観条例の一部を改正する条例（案） 

 

令和  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市景観条例（令和元年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１４条中「第１６条第７項第１１号」を「第１６条第８項第１２号」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３号）の

施行の日から施行する。 
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